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論 文 審 査 結 果 の 要 旨
本博士論文は、主査および3名の副査による一次審査が実施され、一部修正し改善された。二次審
査では、一次審査で指摘を受けた点が適切に修正されたことが主査および3名の副査により確認さ
れ、合格と判定された。判定要旨は以下のとおりである。
日本において、20～60歳代男性の肥満者の割合はこの10年間増加し、生活習慣病予防の観点から重
要視されている。しかし、この年代へのアプローチは難しく、職場での有効な介入プログラムの確立
が望まれている。体重の減量は運動だけでは困難であり、食事の改善が必須である。諸外国の職域で
の栄養介入研究で、アウトカムとして体重コントロールを評価した研究では、教育だけでなく環境介
入等複数の介入、行動科学理論を用いた介入が有効であることが示されてきているが、いまだにどの
ような介入がどの程度の効果があるかについて明らかにするには研究の蓄積が必要である。日本では
質の高いデザインでおこなわれた研究はみられない。そこで、本研究では、多施設での無作為化比較
試験で、行動変容理論を用いた6か月間の栄養教育と食環境介入プログラムを開発し、介入前後、1
年後までの効果を検証した。
第1章では、研究の背景として、諸外国と職域における体重コントロール介入の先行研究をレ
ビューしている。介入期間は6～12か月、教育介入と環境介入の組み合わせ、行動科学理論の活用が
有効である可能性を把握した。しかし、日本においては科学的に質の高い研究デザインで行われた研
究はみられず、研究の必要性を示した。以上、日本の公衆栄養の現場での課題や必要性から出発し、
過去の国内外の先行研究を論理的に整理したうえで、独創的な研究課題を設定している。
第2章では、職域の男性を対象とし、栄養教育と食環境介入が体重コントロールに及ぼす介入直後
の効果を無作為化比較試験で検証した。対象は、新潟市内の職場5社、介入群40名、対照群39名で
あった。介入内容は、6か月間、行動変容理論を用いた職場での栄養教育（個人面談1回と健康講座
4回）と、週3回以上の給食でのヘルシーメニューの提供と情報提供とした。対照群には何も行わな
かった。その結果、体重は対照群では増加したが、介入群では維持され、その要因として、職場給食
での情報へのアクセス、食生活改善の行動変容ステージの向上、穀類摂取量の減少がみられたことを
明らかにした。本研究は、職域での体重コントロールを目的とした栄養介入研究として、質の高い研
究デザインで行われた日本で初めての研究であるだけでなく、行動変容理論を用いた介入で行動変容
ステージの向上、体重コントロールがみられることを示しており、行動変容理論を用いた介入の有効
性を論理的に実証した研究として国際的に価値がある。
第3章では、第2章の6か月の介入後の行動変容の定着と体重への効果を確認するため、1年後の
経過を観察した。6か月後からは交差試験とし対照群には介入群と同様の介入を実施した。その結
果、介入群は事前と1年後で体重の差－1.6㎏、BMI の差－0.8㎏ /m2で、諸外国の先行研究で平均
－1.3㎏、－0.5㎏ /m2より多いことを明らかにした。行政の事業としての介入であったため6か月後
から対照群にも介入を実施せざるを得なかったことで研究デザインが崩れた点は、研究の限界として
考察に記載を加えた。本研究により、第2章の結果がさらに補強され、職域の男性を対象とした行動
変容理論を用いた栄養教育と食環境介入の効果は、介入後にもみられ、諸外国の減少量よりも多く体
重が減少することが示されたことは、国際的にも価値がある。
第4章では、以上の結論を整理している。
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本論文の価値は、日本では研究がほとんどなく、国際的にも研究蓄積途上である、職域における行
動変容理論を用いた減量介入プログラムのモデルを提示し、介入直後と1年後まで追跡し、諸外国で
の成果を超える体重減少量を示したことである。このことは、日本における公衆栄養の実践上の根拠
になるだけでなく、行動変容理論の有効性を実証した点で行動科学の理論的な発展にも寄与する研究
である。
以上、優れた内容の研究であり、博士論文として合格と判定した。
